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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第20期

第２四半期連結
累計期間

第21期
第２四半期連結
累計期間

第20期
第２四半期連結
会計期間

第21期
第２四半期連結
会計期間

第20期

会計期間

自　平成22年
　　１月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成23年
　　１月１日
至　平成23年
　　６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成23年
　　４月１日
至　平成23年
　　６月30日

自　平成22年
　　１月１日
至　平成22年
　　12月31日

売上高 （百万円) 20,459 29,515 10,490 15,050 44,483

経常利益 （百万円) 2,579 3,751 1,269 1,834 5,738

四半期(当期)純利益 （百万円) 1,118 1,982 541 793 2,209

純資産額 （百万円) ― ― 14,755 25,008 21,396

総資産額 （百万円) ― ― 42,729 186,135 165,460

１株当たり純資産額 (円) ― ― 76.85 143.69 85.37

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 11.18 18.17 5.41 6.73 22.09

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 18.0 9.1 5.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円) 5,222 6,231 ― ― 6,362

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円) △736 △1,095 ― ― 8,723

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円) △1,622 1,248 ― ― △7,945

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（百万円) ― ― 23,541 34,236 27,809

従業員数 (名) ― ― 1,537 1,878 1,740

　
(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 1,878（222）

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(名) 394（ 47）

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。
　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(百万円)
前年同四半期比
（％）

ＷＥＢインフラ・ＥＣ事業 122 203.9 68 67.6

インターネットメディア事業 3,448 172.1 820 166.6

その他事業(インターネット証券事
業、ソーシャル・スマートフォン関
連事業、インキュベーション事業)

－ － － －

合計 3,570 173.0 888 149.7

(注)   上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

ＷＥＢインフラ・ＥＣ事業 5,820 117.2

インターネットメディア事業 5,243 99.7

インターネット証券事業 3,908 －

ソーシャル・スマートフォン関連事業 530 15,367.0

インキュベーション事業 2 0.5

調整額 △453 310.8

合計 15,050 143.5

(注) １　前四半期連結会計期間及び当四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の

総販売 実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しております。

 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

　

EDINET提出書類

ＧＭＯインターネット株式会社(E05041)

四半期報告書

 4/41



　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

＜事業全般の概況＞

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費や設備投資などに改善の兆しがみられ、年

初より徐々に回復しておりましたが、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の災害やその後の電力

供給力の不足等により、生産活動の低下や消費を控える動きなどがみられ、経済活動に大きな影響が及び

ました。

　当社グループの属するインターネット市場におきましては、このような経済環境にもかかわらず、引き

続きＥＣ（電子商取引）市場を中心に堅調に推移しております。また、移動通信市場におけるスマート

フォンを中心とした多種多様な通信端末の急速な普及に伴い、ソーシャルネットワーキングサービスの

更なる拡大、ソーシャルゲームや電子書籍等のコンテンツ市場の拡大が予想されます。このような事業の

拡大に合わせ、当社グループの新たなブランドイメージ創出のため、平成23年４月１日から新しいコーポ

レートブランドロゴを採用致しております。「すべての人にインターネット」と新たなコーポレートブ

ランドロゴを掲げ、今後も「日本を代表する総合インターネットグループ」をめざして邁進致す所存で

あります。

　このような環境の中、当社グループは、ＷＥＢインフラ・ＥＣ事業、インターネットメディア事業及びイ

ンターネット証券事業における収益基盤をより強固なものとすべく、サービスの利便性向上などを通じ

て、ユーザー数や会員数の拡大に継続的に取り組んでまいりました。これらに加え、今後高い成長が見込

まれるソーシャルアプリやスマートフォン向けのサービスの開発等についても積極的に行い、当社グ

ループの持続的な成長のための施策に取り組んでまいりました。

　なお、当社グループにおきましては、東日本大震災関連での人的被害はなく、事業に重大な支障を及ぼす

事象は発生しておりません。なお、一部の事業で震災発生後の収益に影響がありましたが、全体に与える

影響は軽微であり、内容は＜セグメント毎の状況＞に示すとおりであります。当社グループでは、東日本

大震災の被災者の方々や被災地方の復興の支援として、「ＧＭＯとくとくポイント」「くまポン ｂｙ 

ＧＭＯ」等のサービスにおける義援金の募集や、インターネットメディア検索関連事業売上の一部を寄

附するなどの取り組みを行っております。

　上記の結果、当四半期における売上高は前年同期比43.5％増の15,050百万円、営業利益は前年同期比

51.8％増の1,946百万円、経常利益は前年同期比44.5％増の1,834百万円、税金等調整前四半期純利益は、

前年同期比50.0％増の1,812百万円となりました。

　四半期純利益は、法人税等の税金費用を831百万円計上、少数株主利益を187百万円計上した結果、前年同

期比46.5％増の793百万円となりました。

（単位：百万円）　

　 　 前第２四半期 当第２四半期 増減額 増減率

　 　売上高 10,490 15,050 4,55943.5%

　 　営業利益 1,282 1,946 663 51.8%

　 　経常利益 1,269 1,834 565 44.5%

　 　四半期純利益 541 793 252 46.5%
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＜セグメント毎の状況＞

セグメント毎の売上高及びセグメント利益は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

　 　 　 前第２四半期 当第２四半期 増減額 増減率

　 ＷＥＢインフラ・ＥＣ事業 　 　 　 　

　 　 売上高 4,965 5,819 853 17.2%

　 　 セグメント利益 716 701 △14 △2.0%

　 インターネットメディア事業 　 　 　 　

　 　 売上高 5,260 5,244 △16 △0.3%

　 　 セグメント利益 509 362 △146 △28.8%

　 インターネット証券事業 　 　 　 　

　 　 売上高 － 3,908 3,908 －

　 　 セグメント利益 － 1,429 1,429 －

　 ソーシャル・スマートフォン関連事業 　 　 　 　

　 　 売上高 3 530 52615,267.0%

　 　 セグメント損失（△） △53 △516 △462 －

　 インキュベーション事業 　 　 　 　

　 　 売上高 406 2 △404 △99.5%

　 　 セグメント利益又は損失（△） 94 △88 △182 －

　 調整額 　 　 　 　

　 　 売上高 △146 △454 △308 －

　 　 セグメント利益 16 56 40 －

　 合計 　 　 0 　

　 　 売上高 10,490 15,050 4,559 43.5%

　 　 セグメント利益 1,282 1,946 663 51.8%
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各セグメントの事業の内容は、以下のとおりとなっております。

事業区分 主要業務

ＷＥＢインフラ
・ＥＣ事業

ドメイン取得
事業

・お名前.ｃｏｍ、ムームードメインなどで展開する.ｃｏｍ .ｎｅｔ .
ｊｐなどのドメイン取得事業

レンタルサーバー
事業 

・お名前.ｃｏｍレンタルサーバー（ＳＤ）、ＧＭＯアプリクラウド、ｉ
ＳＬＥ、ＲａｐｉｄＳｉｔｅ、ＧＭＯクラウド、ＩＱ　Ｃｌｏｕｄ、ロリ
ポップ！、ｈｅｔｅｍｌなどで展開する専用サーバー、共用サーバーの
提供・運用・管理・保守を行うホスティングサービス

ＥＣ支援・ＷＥＢ
制作事業

・カラーミーショップ、ＭａｋｅＳｈｏｐなどネットショップ構築のＡ
ＳＰサービス

・カラメルなどショッピングモールの開発、運営

・まるごとＥＣなどネットショップ構築支援コンサルティングサービス

・Ｗｅｂ制作・運営支援サービス・システムコンサルティングサービス

・デジタルコンテンツ王で展開する、音楽、動画などのデジタルコンテン
ツ販売を支援するＡＳＰサービス

セキュリティ事業
・ＧｌｏｂａｌＳｉｇｎで展開するクイック認証ＳＳＬ、企業認証ＳＳ
ＬなどのＳＳＬサーバー証明書発行サービス、コードサイニング証明
書発行サービス、ＰＤＦ文書署名用証明書発行サービス

決済事業
・ＰＧマルチペイメントサービスなどの通販・ＥＣ事業者向けクレジッ
トカード決済サービス、公金クレジットカード決済サービス、ソーシャ
ルアプリ向け非対面クレジットカード等の決済サービス

アクセス事業 ・ＧＭＯとくとくＢＢ、ｉｎｔｅｒＱ ＭＥＭＢＥＲＳ、ＺＥＲＯ等のイ
ンターネット接続サービス

インターネット
メディア事業

インターネットメ
ディア・検索関連
事業

・ブログサービス（ｙａｐｌｏｇ！、ＪＵＧＥＭ等）やインターネット
コミュニティサービス（ｆｒｅｅｍｌ等）のインターネット広告メ
ディアの開発、運営

・ＳＥＭメディア事業
　日本語キーワード「ＪＷｏｒｄ」の運営・販売
　ＳＥＯ（検索エンジン最適化）の販売

・アドネットワーク事業
　自社メディアへのコンテンツ連動広告、検索連動型広告の配信

広告代理事業
・インターネット広告・モバイル広告、検索連動型広告、成果報酬型広告
等の販売

・企画広告制作サービス

その他 ・インターネットリサーチシステムの提供及びリサーチモニターの管
理・運営

インターネット
証券事業

インターネット証
券事業 ・オンライン証券取引、外国為替証拠金取引サービス等の運営

ソーシャル・ス
マートフォン関
連事業

ソーシャルアプリ
事業 ・ソーシャルアプリ製作・運営の支援

スマートフォン
ゲームプラット
フォーム事業

・Ａｎｄｒｏｉｄ端末向けのゲームアプリマーケットである「Ｇゲー
by ＧＭＯ」の展開

フラッシュマーケ
ティング事業 ・クーポンサイト「くまポン ｂｙ ＧＭＯ」の運営

インキュベー
ション事業

ベンチャーキャピ
タル事業 ・インターネット関連企業を中心とした未上場会社への投資事業

　

第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号 平成21年３月21日）を適用しております。

　当第２四半期連結会計期間の売上高及び営業利益については、前第２四半期連結会計期間において上記

の基準が適用されていたと仮定して算出した数値との増減比較を行っています。
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・ＷＥＢインフラ・ＥＣ事業

　ドメイン取得事業では、当第２四半期連結会計期間においても、ドメイン登録数拡大を実現すべく低価

格戦略を継続しております。この結果、ドメイン登録・更新数は435千件（前年同期比26.1％増）、管理累

計ドメイン数は前年同期比で24.3％増加の1,809千件となり、ドメインの登録・更新数を大幅に拡大いた

しました。前年度に新規登録したドメインの更新が堅調に推移した結果、売上高は692百万円（前年同期

比22.1％増）と低価格戦略が功を奏し増収となっております。

　レンタルサーバー事業では、利用ニーズの高度化・多様化に対応するため、専用ホスティングサービス

及びマネージドホスティングサービスにおいてディスク容量の増強や既存サービスの機能強化、共用ホ

スティングサービスにおいて、高品質・低価格のサービスの提供を推進しております。平成22年８月から

提供を開始しているソーシャルアプリの開発・運営を支援サービス「ＧＭＯアプリクラウド」では300

を超えるタイトルでご採用頂いております。また、クラウド基盤の導入から、システムの設計・構築・運

用・監視まで含む包括的なクラウドソリューションである「IQcloud」及び「GMOクラウド Public」

サービスの提供を開始いたしました。この結果、契約件数は528千件（前年同期比16.2％増）、売上高は

2,674百万円（前年同期比16.6％増）となっております。

　ＥＣ支援・ＷＥＢ制作事業は、ＥＣ（電子商取引）市場が拡大する中で、独自のドメインのネット

ショップを開設する事業者が増加しており、成長を持続しております。ネットショップ事業者やネット

ショップのお客様に便利に利用して頂けるように機能の拡充を図っており、契約件数は50千件となりま

した。ＥＣ支援事業については、流通量の更なる拡大を課題と認識しており、集客強化のため、ネット

ショップをネットワーク化・ポイントシステムの普及に注力し、ＥＣ支援の仕組みの強化を図っており

ます。この結果、売上高は539百万円（前年同期比21.9％増）となっております。

　セキュリティ事業では、日本、米州、欧州において販売代理店を拡大し、販売ネットワークを強化したこ

とにより、販売が好調に推移致しました。この結果、売上高は413百万円（前年同期比0.6％増）となって

おります。

　決済事業では、加盟店の増加、継続課金が増加しております。当第２四半期連結会計期間では、自治体向

け「税金用クレジットカード決済・納付サイト運営サービス」の提供を開始し、東京都自動車税納付時

のクレジットカード決済及び東京都自動車税の支払いサイトの運営の代行を行うなど公金分野でも事業

を拡大致しております。この結果、売上高は941百万円（前年同期比21.0％増）となっております。

　５大商材の売上高についてはこのような状況となっており、これらを含めたＷＥＢインフラ・ＥＣ事業

合計では売上高が5,820百万円（前年同期比17.2％増）、営業利益は703百万円（同1.8％減）となりまし

た。

　

・インターネットメディア事業

　株式会社電通の発表によると、平成22年のインターネット広告費は7,747億円と前年比109.6％となって

おり、復調傾向となり市場全体も拡大しております。

　インターネットメディア・検索関連事業では、「Ｊｕｇｅｍ」「Ｙａｐｌｏｇ！」で展開するブログや

「ｆｒｅｅｍｌ」「ブクログ」等で展開するコミュニティサービスなどインターネット上のメディアの

作成と、日本語検索サービスのＪＷｏｒｄ及び検索結果上位表示サービスであるＳＥＯなどのＳＥＭメ

ディアの販売を行っております。平成23年３月11日に発生した東日本大震災などがＳＥＭメディアの販

売に影響したため、インターネットメディア・検索関連事業の売上高は2,370百万円（前年同期比9.4％

減）となっております。

　広告代理事業では、モバイル広告が好調に推移致しました。また、普及が進んでおりますスマートフォン
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向けのサービスとして、アドネットワーク「ADResult for Smartphone（アドリザルト フォー スマート

フォン）」を販売するなどの取り組みを行っております。この結果、広告代理事業の売上高は2,615百万

円（前年同期比10.7％増）となっております。

　これらを含めたインターネットメディア事業の売上高は5,243百万円（前年同期比0.3％減）となりま

したが、ＳＥＭメディアの販売が減少したこと等により、営業利益は361百万円（前年同期比29.0％減）

となりました。

　

・インターネット証券事業

　当第２四半期連結会計期間において、外国為替証拠金取引業では、取引所為替証拠金取引「くりっく

365」の取引手数料の引き下げなどサービスの拡充等を行ってまいりました。この結果、平成23年６月に

おいて、店頭外国為替証拠金取引の当社の取引高は18兆円（主要ＦＸ会社に占める割合は23.3％で業界

トップ（矢野経済研究所調べ））となりました。また、同じく平成23年６月における「くりっく365」で

は、東京金融取引所における取引高の25％を占めており、高いシェアを獲得致しております。更に海外に

おいてリテール顧客向けに当事業の展開を行うために、香港においてGMO CLICK HK LTD.を設立し、営業

開始に向け準備を始めております。また、有価証券関連業においては、信用取引手数料の大幅な値下げや

信用取引手数料無料キャンペーンの実施など、顧客満足度の更なる向上のための施策を行っております。

これらにより、当第２四半期連結会計期間末の証券取引口座数は114,995口座、店頭外国為替証拠金口座

数は175,592口座となっております。この結果、インターネット証券事業の売上高は3,908百万円、営業利

益は1,429百万円となりました。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社を完全親会社、ＧＭＯクリック証券㈱を完全子会社とす

る株式交換契約を締結致しました。当該株式交換は、平成23年３月31日付で効力が発生し、同日付で当社

の完全子会社となっております。株式交換に伴いのれんが発生しておりますが、当該のれんについては５

年間にわたって均等償却する方針であり、ＧＭＯクリック証券㈱に係る当第２四半期連結会計期間末の

のれんの残高は2,816百万円となっております。

 

・ソーシャル・スマートフォン関連事業

　ソーシャルアプリ事業では、「ガドランマスター ｂｙ ＧＭＯ」や「伝説のまもりびと ｂｙ ＧＭＯ」な

ど前連結会計年度に開催した「アプリやろうぜ！ ｂｙ ＧＭＯ」から生まれたアプリが順調に推移いたし

ました。

　スマートフォンゲームプラットフォーム事業では、Android端末向けのゲームアプリマーケットである

「ＧＭＯゲームセンター」（「Ｇゲー」）の運営を行っております。Ｇゲーでは、大手ゲームメーカーの有

名ゲームをはじめ、一般のクリエイターが制作したオリジナルゲームまで160を超えるゲームを提供してお

ります。スマートフォンが急速に普及している状況に対応するために、当社グループにおいて当事業に関連

する経営資源をより一層集中し、迅速な事業展開を行うことが必要となっております。このため、当第２四

半期連結会計期間において、株式会社アクロディアと共同して新設分割を行うことによりＧＭＯゲームセ

ンター株式会社を設立し、同社を連結子会社化した上で、株式会社アクロディアとの間でＧゲーの事業の運

営等に関する合弁契約を締結致しております。

　フラッシュマーケティング事業は、商品やサービスを割引価格や特典を付与して販売するサイト「くまポ

ン ｂｙ ＧＭＯ」の運営を行っております。当第２四半期連結会計期間においても、検索連動型広告や成果

報酬型広告の掲載やテレビコマーシャルを継続的に放映するなど、積極的な広告・販売促進活動を実施し

ております。また、ミシュランガイド掲載店のクーポンの販売やクーポンの販売エリアを拡大するなどコン

テンツの充実にも努めております。
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　以上の結果、ソーシャル・スマートフォン関連事業の売上高は530百万円、営業損失は516百万円（前年同

四半期は53百万円の営業損失）となりました。

　

・インキュベーション事業

　インキュベーション事業においては、ＧＭＯVenturePartners㈱と運営する投資ファンドにより、キャピ

タルゲインを目的としたインターネット関連企業への投資、事業拡大の支援、企業価値向上支援を行って

おります。当第２四半期連結会計期間では、売上高は2百万円（前年同期比99.5％減）、営業損失は88百万

円（前年同四半期は94百万円の営業利益）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

　平成23年６月30日現在における資産、負債及び純資産の状況のうち平成22年12月31日現在と比較し、変

動がある項目は主に以下のとおりであります。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ18,271百万円増加（12.2％増）し、168,542百万円となっておりま

す。現金及び預金が6,427百万円増加、証券業における預託金が3,242百万円増加、証券業における信用取

引資産が5,307百万円増加、証券業における短期差入保証金が4,208百万円増加したことが主要因であり

ます。

　固定資産は、前連結会計年度末と比べ2,403百万円増加（15.8％増）し、17,592百万円となっておりま

す。サーバー設備等の調達により有形固定資産が1,078百万円増加、ＧＭＯクリック証券㈱を株式交換し

たこと等によりのれんが451百万円増加、繰延税金資産が768百万円増加したことが等が要因であります。

　この結果、資産合計は、前連結会計年度末と比べ20,675百万円増加（12.5％増）し、186,135百万円と

なっております。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ14,735百万円増加（10.7％増）し、152,947百万円となっておりま

す。短期借入金が964百万円増加、証券業における信用取引負債が1,601百万円増加、証券業における受入

保証金が11,121百万円増加したこと等が主要因であります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ2,222百万円増加（41.2％増）し、7,623百万円となっております。

長期借入金が1,566百万円増加したこと等が主要因であります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末と比べ17,063百万円増加（11.8％増）し、161,127百万円と

なっております。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ3,612百万円増加（16.9％増）し、25,008百万円となっております。

これは主に、利益剰余金から資本金への組み入れにより資本金が723百万円増加したこと、株式交換によ

り資本剰余金が6,836百万円増加するとともに、これを主要因として少数株主持分が4,784百万円減少し

たこと、利益剰余金が四半期純利益の計上（1,982百万円増加）、配当金の支払い（735百万円減少）、資

本金への振替（723百万円減少）等により523百万円増加したことが要因であります。

 

（3）　キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動により8,304百万円増加、投資活動により

554百万円減少、財務活動により3,565百万円減少となりました。以上の結果として現金及び現金同等物の

当第２四半期連結会計期間末残高は34,236百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前四半期純利益を1,812百万円計上し、減価償却

費515百万円の計上、インターネット証券事業における預託金が1,704百万円増加したこと、支払差金勘定
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及び受取差金勘定の増減により2,571百万円減少したこと、証券業における預り金・受入保証金が13,696

百万円の増加したこと及び法人税等の支払額が1,133百万円発生したこと等により、結果として8,304百

万円の増加（前年同期は3,790百万円の増加）となりました。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有形固定資産の取得による支出が316百万円、無形固定資産

の取得による支出が160百万円あったこと等により、結果として554百万円の減少（前年同期は18百万円

の減少）となりました。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、短期借入の返済による支出が3,262百万円（純額）、長期借

入による収入が2,625百万円、長期借入金の返済が2,464百万円、配当金の支払による支出が266百万円

あったこと等により、結果として3,565百万円の減少（前年同期は732百万円の減少）となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた問題はありません。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容

等（旧会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、上場会社であり当社株式は自由に売買できるものである以上、当社株式に対する大規模な買付

行為を一概に否定するものではなく、当該買付行為を受け入れるか否かの判断は、最終的には、当社株式

を保有する株主の皆様の自由な意思によってなされるべきものと考えております。

　しかしながら、近年、わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣との協議や合意のプロセス

を経ることなく、いわば敵対的に、突如として一方的に大規模な買付行為を強行するといった動きが顕在

化しつつあります。このような一方的且つ大規模な買付行為の中には、株主の皆様に対して当該買付行為

に関する十分な情報が提供されず株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるものや、株主

の皆様が当該買付行為の条件・方法等について検討し、また、当社の取締役会が、これを評価・検討して

取締役会としての意見を取りまとめて公表するための十分な時間を確保しないもの、その他真摯に合理

的な経営を行う意思が認められないなど当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を著しく損なう買付

行為もあり得るところです。

　当社グループは、『すべての人にインターネット』を基本理念に、Ⅰ．ドメイン取得、レンタルサー

バー、ＥＣ支援・ＷＥＢ制作、セキュリティ、決済、アクセスなどの事業を主とする、ＷＥＢインフラ・Ｅ

Ｃ事業、Ⅱ．インターネットメディア・検索関連、広告代理などの事業を主とする、インターネットメ

ディア事業、Ⅲ．技術力を強みとして、FX取引高でナンバーワンを誇るインターネット証券事業、Ⅳ．

ソーシャルアプリ事業、スマートフォンゲームプラットフォーム事業及びフラッシュマーケティング事

業からなるソーシャル・スマートフォン関連事業、Ⅴ．未公開会社等への投資育成を行うインキュベー

ション事業を中心として、総合的なインターネットサービスを提供しております。これらの事業はそれぞ

れが独立したものではなく、相互に有機的に一体として機能することによって相乗効果が生じ、より高い

企業価値を創造していると考えております。また、インターネット関連技術は技術革新の進歩が極めて速

く、それに応じた業界標準及び顧客ニーズも急速に変化しております。したがって、当社の経営は、上記の

ような事業特性及びインターネットサービスに関する高度な専門知識を前提とした経営のノウハウ、並

びに、技術革新に対応するための優れた技術、能力を有する従業員、有機的一体的企業結合体の中で各事

業を担うグループ会社、取引先及び顧客等のステークホルダーとの間に築かれた関係等への理解が不可
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欠であると考えております。このような当社の事業に対する理解なくして当社の企業価値の把握は困難

であり、株主の皆様が大規模な買付行為を評価するに際しても、当該買付行為の買付者から提供された情

報だけではなく、当社の事業特性等を十分に理解している当社取締役会の当該買付行為に対する評価・

意見等が適切に提供されることが極めて重要であると考えております。

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、上記の当社の事業を理解し、当社の企業価値

の様々な源泉及び当社を支える各利害関係者との間に築かれた関係等を理解した上で、当社の企業価値

・株主の皆様の共同の利益を確保し又は向上させることを真摯に目指す者でなければならないと考えて

おります。

　以上の考え方に基づき、当社取締役会といたしましては、上記のような当社の企業価値・株主の皆様の

共同の利益を著しく損なうおそれのある大規模な買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決

定を支配する者として不適切であると考えております。

②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する

特別な取組み

　当社は上記①記載の基本方針（以下、「基本方針」といいます。）の実現に資する特別な取組みとして、

以下の取組みを行っております。

　当社は、『すべての人にインターネット』をコーポレートフィロソフィーキャッチに、たゆまぬベン

チャー精神のもと、『インターネットの文化・産業とお客様の笑顔・感動を創造し、社会と人々に貢献す

る』を企業理念として掲げております。

　当社はこの企業理念を具現化するため、すなわち、お客様の笑顔・感動を創造するため、最高のサービス

をより多くのお客様に提供することに注力いたしております。

　当社グループでは、ドメイン、レンタルサーバーや決済など数多くの事業（サービス）においてナン

バーワンの実績をあげており、そのお客様の多様なニーズ、特にインターネットビジネスに取り組むお客

様が求める、導入から活用そして集客までを当社グループで一貫して完結できる基盤が整っております。

　これらの事業を有機的に結合し、相乗効果を最大化させる取組みにより企業価値・株主の皆様の共同の

利益の向上を目指しております。

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財産及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組み

　当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財産及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組みとして、特定株主グループ（以下において用いられる用語は、本事業報告に別段の

定めのある場合又は文脈上別意に解すべき場合を除き、平成18年3月13日付プレスリリース「当社株式の

大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）について」において定められる意味を有するものとし

ます。）の議決権割合を20%以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株

主グループの議決権割合が20%以上となる当社株券等の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取

締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問いません。）が

行われる場合には、大規模買付ルールの遵守を求め、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場

合、又は、大規模買付ルールを遵守した場合であっても、大規模買付行為が当社株主の皆様の共同の利益

及び当社の企業価値を著しく損なうと認められる場合につき対抗措置を発動することがあること等を定

めております。

　当社は、平成18年3月13日開催の取締役会において、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針を決定

し、以後毎年開催される当社定時株主総会において選任された取締役が、本対応方針を継続するか否かを

決定することとなります。（なお、対応方針の内容の詳細につきましては、当社ホームページ（URL：

http://www.gmo.jp）に掲載されている平成18年3月13日付プレスリリース「当社株式の大規模買付行為
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に関する対応方針（買収防衛策）について」にて公表しておりますので、そちらをご参照ください。）

④上記②の取組みについての取締役会の判断

　上記②の取組みは、当社グループ全体の企業価値を向上させ、それを当社の株式の価値に適正に反映さ

せていくことにより、当社株主の皆様の共同の利益を著しく損なう大規模買付行為が行われる危険性を

低減させるものと考えられるため、上記①の基本方針に沿うものであります。

　また、かかる取組みは、当社グループ全体の企業価値を向上させるための取組みであり、株主の皆様の共

同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えておりま

す。

⑤上記③の取組みについての取締役会の判断

i) 上記③の取組みは、十分な情報の提供と十分な検討等のための期間の確保の要請に応じない大規模買

付者、及び、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を害するおそれのある大規模買付行為を行う大規

模買付者に対して対抗措置を発動できることとしております。したがいまして、上記③の取組みは、上記

①の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組みとして、当社の上記①の基本方針に沿うものであると考えております。

ⅱ）上記③の取組みは、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保することを目的として、大規模

買付者に対して、当該大規模買付者が実施しようとする大規模買付行為に関する必要な情報の事前の提

供及びその内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるための取組みであります。また、かかる取組

みにおいては、対抗措置の発動について取締役会による恣意的な判断を防止し、その判断の合理性・公正

性を担保するために、特別委員会を設置し、特別委員会の勧告を最大限尊重して対抗措置を発動すること

を定めており、また、対抗措置を発動するに際しては、社外監査役３名を含む監査役の全員の賛成を得た

上で、取締役全員の一致により決定することとしております。したがいまして、上記③の取組みは、株主の

皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、取締役会の地位の維持を目的とするものではないと考え

ております。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、1百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備の新設、除却の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 270,000,000

第１種優先株式 130,000,000

計 400,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 117,806,777117,806,777
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 117,806,777117,806,777― ―

(注)　平成21年３月26日開催の当社第18期定時株主総会において変更した定款に、第１種優先株式を発行することがで

きる旨規定しておりますが、この四半期報告書提出日現在、発行した第１種優先株式はありません。

なお、当社定款に規定している第１種優先株式の内容は次のとおりであります。

 

第１種優先配当等（定款第13条関係）

1. 当会社は、毎事業年度の末日の最終の株主名簿に記載または記録されている株主または登録株式質権者に対

して剰余金の配当（以下「期末配当」という。）をするときは、当該末日の最終の株主名簿に記載または記録さ

れている第1種優先株式を有する株主（以下「第1種優先株主」という。）または第1種優先株式の登録株式質権

者（以下「第1種優先登録株式質権者」という。）に対して、普通株式を有する株主（以下「普通株主」とい

う。）および普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、第1種優先株式1株に

つき、第1種優先株式の発行に先立って取締役会の決議で定める額の金銭（ただし、当該期末配当の基準日の属す

る事業年度中に定められた基準日により第1種優先株主または第1種優先登録株式質権者に対して第4項に従い剰

余金の配当を金銭にてしたときは、第1種優先株式1株につきした剰余金の配当の額を控除した額（ただし、ゼロ

を下回る場合はゼロ）の金銭。以下「第1種優先配当金」という。）を支払う。

2. 当会社は、期末配当をする場合であって、第1種優先配当金および次項に定める累積未払配当金が支払われた

後に普通株主または普通登録株式質権者に対して普通株式1株につきする剰余金の配当の額に第1種優先株式の

発行に先立って取締役会の決議で定める比率（100パーセントを下限とし、200パーセントを上限とする。）（以

下「第1種優先株式配当率」という。）を乗じて得られる額が第1種優先配当金の額を超過するときは、第1種優先

株主または第1種優先登録株式質権者に対して、普通株主および普通登録株式質権者と同順位にて、第1種優先株

式1株につき、普通株主または普通登録株式質権者に対してする剰余金の配当と同一の種類で、かつ、当該超過す

る額（小数部分が生じる場合、小数点以下を切り捨てる。）の剰余金の配当をする。

3. ある事業年度において第1種優先株主または第1種優先登録株式質権者に対して金銭にて支払う剰余金の配当

の額が第1種優先配当金の額に達しないときは、その第1種優先株式1株あたりの不足額（以下「累積未払配当

金」という。）は翌事業年度以降に累積する。累積未払配当金については、第1項、前項および次項に定める剰余金

の配当に先立ち、第1種優先株式1株につき累積未払配当金の額に達するまで、第1種優先株主または第1種優先登

録株式質権者に対して金銭にて支払う。

4. 当会社は、剰余金の配当をするとき（期末配当をする場合を除く。）は、第1種優先株主または第1種優先登録

株式質権者に対して、普通株主および普通登録株式質権者と同順位にて、第1種優先株式1株につき、普通株主また

は普通登録株式質権者に対してする剰余金の配当と同一の種類で、かつ、普通株主または普通登録株式質権者に

対して普通株式1株につきする剰余金の配当の額に第1種優先株式配当率を乗じて得られる額（小数部分が生じ

る場合、小数点以下を切り捨てる。）の剰余金の配当をする。
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第１種優先株主に対する残余財産の分配（定款第14条関係）

1. 当会社の残余財産を分配するときは、第1種優先株主または第1種優先登録株式質権者に対して、普通株主およ

び普通登録株式質権者に先立ち、累積未払配当金を金銭にて支払う。

2. 当会社は、前項に基づく残余財産の分配をした後、さらに残余財産があるときは、第1種優先株主または第1種

優先登録株式質権者に対して、普通株主および普通登録株式質権者と同順位にて、第1種優先株式1株につき、普通

株主または普通登録株式質権者に対して普通株式1株につきする残余財産の分配と同一の種類および額の残余財

産の分配をする。

 

議決権（定款第15条関係）

第1種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、第1種優先株主

は、2事業年度連続して各事業年度中に定められた基準日により第1種優先配当金および累積未払配当金の全額を

支払う旨の決議がなされないときは、当該2事業年度終了後最初に開催される定時株主総会より（ただし、第1種

優先配当金および累積未払配当金の全額を支払う旨の議案が当該定時株主総会に提出され否決されたときは、当

該定時株主総会の終結の時より）、第1種優先配当金および累積未払配当金の全額を支払う旨の決議がある時ま

での間、株主総会において議決権を行使することができる。

 

種類株主総会（定款第16条関係）

1. 当会社が、会社法第322条第1項各号に掲げる行為をする場合には、法令または本定款に別段の定めがある場合

を除き、第1種優先株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

2. 第12条第1項の規定は、毎事業年度末日の翌日から3ヶ月以内に招集される種類株主総会にこれを準用する。

3. 第21条ないし第23条、第24条第1項および第25条の規定は、種類株主総会にこれを準用する。

4. 第24条第2項の規定は、会社法第324条第2項の規定による種類株主総会の決議にこれを準用する。

 

普通株式を対価とする取得条項（定款第17条関係）

1. 当会社は、次の各号のいずれかに該当する場合、当該各号に定める日（取締役会が、それ以前の日を定めたと

きは、その日）の到来をもって、その日に当会社が発行する第1種優先株式の全部（当会社が有する第1種優先株

式を除く。）を取得し、第1種優先株式1株を取得するのと引換えに、第1種優先株主に対して普通株式1株を交付す

る。

(1) 当会社が消滅会社となる合併、完全子会社となる株式交換または株式移転（他の株式会社と共同して株式移

転をする場合に限る。）に係る議案が全ての当事会社の株主総会（株主総会の決議を要しない場合は取締役会）

で承認された場合、当該合併、株式交換または株式移転の効力発生日の前日

(2) 当会社が発行する株式につき公開買付けが実施された結果、公開買付者の株券等所有割合が3分の2以上と

なった場合、当該株券等所有割合が記載された公開買付報告書が提出された日から90日目の日

なお、本号において「公開買付け」とは金融商品取引法第27条の3第1項に定める公開買付けを、「株券等所有割

合」とは金融商品取引法第27条の2第1項第1号に定める株券等所有割合を、「公開買付者」または「公開買付報

告書」とは金融商品取引法第2章の2第1節に定める公開買付者または公開買付報告書をいう。

2. 当会社は、第1種優先株式を上場している金融商品取引所が第1種優先株式を上場廃止とする旨を決定した場

合には、取締役会が定める日の到来をもって、その日に当会社が発行している第1種優先株式の全部（当会社が有

する第1種優先株式を除く。）を取得し、第1種優先株式1株を取得するのと引換えに、第1種優先株主に対して普通

株式1株を交付することができる。

 

株式の分割、株式の併合等（定款第18条関係）

1. 当会社は、株式の分割または株式の併合をするときは、普通株式および第1種優先株式ごとに同時に同一の割

合でする。

2. 当会社は、当会社の株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるときは、普通株主には普通株式の割当てを

受ける権利を、第1種優先株主には第1種優先株式の割当てを受ける権利を、それぞれ同時に同一の割合で与える。

3. 当会社は、当会社の株主に募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるときは、普通株主には普通株式を目

的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、第1種優先株主には第1種優先株式を目的とする新株予約権の割当

てを受ける権利を、それぞれ同時に同一の割合で与える。

4. 当会社は、株式無償割当てをするときは、普通株主には普通株式の株式無償割当てを、第1種優先株主には第1

種優先株式の株式無償割当てを、それぞれ同時に同一の割合でする。

5. 当会社は、新株予約権無償割当てをするときは、普通株主には普通株式を目的とする新株予約権の新株予約権

無償割当てを、第1種優先株主には第1種優先株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、それぞれ

同時に同一の割合でする。

6. 当会社は、株式移転をするとき（他の株式会社と共同して株式移転をする場合を除く。）は、普通株主には普

通株式に代えて株式移転設立完全親会社の発行する普通株式と同種の株式を、第1種優先株主には第1種優先株式

に代えて株式移転設立完全親会社の発行する第1種優先株式と同種の株式を、それぞれ同一の割合で交付する。

7. 当会社は、単元株式数について定款の変更をするときは、普通株式および第1種優先株式のそれぞれの単元株

式数について同時に同一の割合でする。
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8. 第1項から第6項までの規定は、現に第1種優先株式を発行している場合に限り適用される。

 

その他の事項（定款第19条関係）

当会社は、第13条から第18条に定めるほか、第1種優先株式に関する事項について、これを第1種優先株式の発行に

先立って取締役会の決議で定める。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権の状況

（平成17年３月29日定時株主総会の特別決議に基づく平成17年６月20日取締役会決議）

　

　
第２四半期会計期間末現在
(平成23年６月30日)

新株予約権の数 　100 個　(注１)

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 　　10,000　株 (注２)

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり3,039円 (注２)

新株予約権の行使期間 平成18年4月1日から平成27年3月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格および資本組入額

①株式の発行価格
１株当たり3,039円(注２)

②発行価格中資本に組み入れる額
１株当たり1,520円
(別記(注２)により払込金額の調整が行われた場合の資本組入
額は、調整後の払込金額の2分の1とする。なお、計算の結果、1円
未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げた額とする。)

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時におい
て、当社若しくは当社関係会社の取締役、相談役、監査役、従業
員若しくは顧問または当社グループ主要取引先の取締役若し
くは従業員であることを要するものとする。
②新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認められ
ないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 　該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

　当社は、当社を完全子会社とする株式交換に際して、株式交換
契約書の記載に従い、本新株予約権に係る義務を本株式交換に
よって完全親会社たる会社に承継させることができる。

(注) １　各新株予約権の行使により発行する株式数は100株とする。ただし、当社が当社普通株式につき株式分割または
株式併合等を行う場合、各新株予約権の行使により発行する株式数は次項の算式により調整されるものとす
る。

２　新株予約権の目的となる株式の数及び払込金額の調整
①株式の調整
新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行うときは、次の算式により目的たる株式の数を調整す
るものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的
たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じる場合はこれを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率
また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を
行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数
の調整を行う。
②払込金額の調整
新株予約権発行後に、当社が株式の分割または併合を行うときは、次の算式により1株あたり払込金額を調整
し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後１株あたり
払込金額

＝
調整前１株あたり
払込金額

×
１

――――――――――
分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を
行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金
額の調整を行う。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

－ 117,806,777 － 2,000 － －

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社熊谷正寿事務所 東京都港区南青山３丁目１８-１６ 34,100 28.95

熊谷正寿 東京都港区 18,033 15.31

ヤフー株式会社 東京都港区赤坂９丁目７―１ 5,054 4.29

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１―３ 2,929 2.49

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８―１１ 2,903 2.46

ジャフコＶ２共有投資事業有限
責任組合

東京都千代田区大手町１丁目５―１ 2,825 2.40

メロンバンクエヌエ－トリ－テ
イ－クライアントオムニバス
(常任代理人　常任代理人　株式会
社三菱東京ＵＦＪ銀行)

ONE MELLON BANK CENTER, PITTSBURGH,
PENNSYLVANIA
(東京都千代田区丸の内２丁目７―１決済事
業部)

1,820 1.55

ザチェースマンハッタンバンク
３８５０３６
(常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部)

360 N. CRESCENT DRIVE BEVERLY HILLS, CA
90210 U.S.A
(東京都中央区月島４丁目１６―１３)

1,291 1.10

ザバンクオブニユ－ヨ－クノン
トリ－テイ－ジヤスデツクアカ
ウント
(常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

GLOBAL CUSTODY, 32ND FLOOR ONE WALL
STREET, NEW YORK NY 10286, U.S.A
(東京都千代田区丸の内２丁目７―１)

1,243 1.06

野村信託銀行株式会社（投信
口）

東京都千代田区大手町２丁目２―２ 1,072 0.91

計 ― 71,273 60.50
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 1,600 
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 117,796,0001,177,960 ―

単元未満株式 9,177 ― ―

発行済株式総数 117,806,777― ―

総株主の議決権 ― 1,177,960 ―

(注) １　単元未満株式には、当社所有の自己株式84株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式4,700株(議決権47個)が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ＧＭＯインターネット株式
会社

東京都渋谷区桜丘町26番１
号

1,600 ― 1,600 0.0

計 ― 1,600 ― 1,600 0.0

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
　１月 　２月 　３月 　４月 　５月 　６月

最高(円) 527 534 497 394 383 366

最低(円) 407 441 276 340 322 332

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

（１）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累

計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平

成23年１月１日から平成23年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成しておりま

す。

（２） 当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しており

ましたが、当第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結累計期間より百万円単位で記載することに変

更いたしました。

  なお、比較を容易にするため、前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間についても百万

円単位に組替え表示しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 34,296 27,869

受取手形及び売掛金 5,025 4,906

営業投資有価証券 1,199 658

証券業における預託金 70,329 67,087

証券業における信用取引資産 26,219 20,912

証券業における短期差入保証金 21,006 16,797

証券業における支払差金勘定 6,911 8,629

繰延税金資産 956 811

その他 3,259 2,966

貸倒引当金 △660 △368

流動資産合計 168,542 150,270

固定資産

有形固定資産 ※
 3,635

※
 2,557

無形固定資産

のれん 4,522 4,071

ソフトウエア 2,799 2,436

その他 232 190

無形固定資産合計 7,553 6,698

投資その他の資産

投資有価証券 1,328 1,317

繰延税金資産 3,102 2,334

その他 2,203 2,479

貸倒引当金 △231 △197

投資その他の資産合計 6,403 5,933

固定資産合計 17,592 15,189

資産合計 186,135 165,460

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,677 1,627

短期借入金 15,772 14,807

未払金 3,813 3,491

証券業における預り金 6,612 6,222

証券業における信用取引負債 20,300 18,698

証券業における受入保証金 88,376 77,254

証券業における受取差金勘定 461 954

未払法人税等 1,015 1,171

賞与引当金 211 279

役員賞与引当金 263 201

前受金 3,141 2,928

預り金 9,080 8,455

その他 2,220 2,120

流動負債合計 152,947 138,211

固定負債

長期借入金 4,974 3,407

繰延税金負債 50 17

その他 2,599 1,975

固定負債合計 7,623 5,400
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 556 451

特別法上の準備金合計 556 451

負債合計 161,127 144,064

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 1,276

資本剰余金 6,836 －

利益剰余金 7,935 7,412

自己株式 △0 △0

株主資本合計 16,771 8,688

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 248 △22

繰延ヘッジ損益 △3 △19

為替換算調整勘定 △88 △109

評価・換算差額等合計 156 △151

新株予約権 21 15

少数株主持分 8,058 12,842

純資産合計 25,008 21,396

負債純資産合計 186,135 165,460
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 20,459 29,515

売上原価 9,480 11,237

売上総利益 10,978 18,277

販売費及び一般管理費 ※
 8,414

※
 14,274

営業利益 2,564 4,003

営業外収益

受取利息 24 3

受取配当金 35 20

受取家賃 42 6

その他 67 43

営業外収益合計 170 72

営業外費用

支払利息 101 141

持分法による投資損失 － 101

その他 53 81

営業外費用合計 154 324

経常利益 2,579 3,751

特別利益

固定資産売却益 － 56

投資有価証券売却益 39 －

関係会社株式売却益 0 －

持分変動利益 0 3

保険解約返戻金 － 25

その他 4 9

特別利益合計 46 93

特別損失

固定資産除却損 41 89

減損損失 56 －

事務所移転費用 15 9

投資有価証券評価損 41 42

関係会社株式売却損 61 －

金融商品取引責任準備金繰入額 － 104

貸倒引当金繰入額 － 140

その他 12 116

特別損失合計 227 504

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純利益 2,397 3,341

匿名組合損益分配額 △1 －

税金等調整前四半期純利益 2,399 3,341

法人税、住民税及び事業税 824 1,658

法人税等調整額 13 △1,068

法人税等合計 838 590

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,750

少数株主利益 442 768

四半期純利益 1,118 1,982
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 10,490 15,050

売上原価 4,925 5,712

売上総利益 5,565 9,338

販売費及び一般管理費 ※
 4,282

※
 7,391

営業利益 1,282 1,946

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 － 14

受取家賃 16 3

為替差益 16 9

投資事業組合運用益 20 17

その他 4 11

営業外収益合計 60 57

営業外費用

支払利息 50 71

持分法による投資損失 － 47

その他 23 50

営業外費用合計 73 169

経常利益 1,269 1,834

特別利益

関係会社株式売却益 0 －

持分変動利益 0 2

固定資産売却益 － 56

その他 － 3

特別利益合計 1 61

特別損失

固定資産除却損 19 4

減損損失 1 －

投資有価証券評価損 31 2

金融商品取引責任準備金繰入額 － 49

その他 11 26

特別損失合計 63 83

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純利益 1,206 1,812

匿名組合損益分配額 △1 －

税金等調整前四半期純利益 1,208 1,812

法人税、住民税及び事業税 470 730

法人税等調整額 △35 101

法人税等合計 435 831

少数株主損益調整前四半期純利益 － 980

少数株主利益 231 187

四半期純利益 541 793
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,399 3,341

減価償却費 513 1,024

のれん償却額 232 571

投資有価証券売却損益（△は益） △39 －

関係会社株式売却損益（△は益） 60 －

受取利息及び受取配当金 △60 △23

支払利息 101 141

売上債権の増減額（△は増加） 192 113

仕入債務の増減額（△は減少） 71 △69

証券業における預託金の増減額(△は増加) － △3,242

証券業における差入保証金の増減額(△は増加) － △4,208

証券業における支払差金勘定及び受取差金勘定
の増減額

－ 1,225

証券業における預り金及び受入保証金の増減額
(△は減少)

－ 11,512

預り金の増減額（△は減少） 1,900 625

その他 183 △2,737

小計 5,554 8,274

利息及び配当金の受取額 59 18

利息の支払額 △101 △141

法人税等の支払額 △850 △1,920

破産更生債権等の売却等による収入 560 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,222 6,231

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △500 －

有形固定資産の取得による支出 △305 △563

有形固定資産の売却による収入 － 14

無形固定資産の取得による支出 △163 △386

無形固定資産の売却による収入 － 57

有価証券の償還による収入 700 －

投資有価証券の取得による支出 △57 △133

投資有価証券の売却による収入 40 3

子会社株式の取得による支出 △356 △142

子会社株式の売却による収入 0 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△41 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

3 －

その他 △55 55

投資活動によるキャッシュ・フロー △736 △1,095
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,900 39,400

短期借入金の返済による支出 △3,100 △36,660

長期借入れによる収入 － 2,625

長期借入金の返済による支出 △705 △2,834

配当金の支払額 △395 △698

少数株主への配当金の支払額 △264 △315

その他 △56 △268

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,622 1,248

現金及び現金同等物に係る換算差額 △95 43

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,767 6,427

現金及び現金同等物の期首残高 20,723 27,809

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 49 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 23,541

※
 34,236
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

１．連結の範囲に関する事項

の変更

　当第２四半期連結会計期間より、ＧＭＯゲームセンター株式会社他２社は新たに

設立したため、連結の範囲に含めております。

　また、株式会社ビーオーエム他４社は清算が結了したため、連結の範囲から除外

いたしました。

２．会計処理基準に関する

事項の変更

　資産除去債務に関する会計基準等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。

　なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「持分法による投資損失」は、営業

外費用の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２

四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「持分法による投資損失」は7百万円であります。

　また、特別利益の「その他」に含めていた「保険解約返戻金」は、特別利益の100分の20を超えたため、当第２四

半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２四半期連結累計期間の特別利益の「その

他」に含まれる「保険解約返戻金」は3百万円であります。

 

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第２四半期連結会計期間において、投資その他の資産の「投資不動産」及び「破産更生債権等」は、投資その

他の資産の100分の10を下回ったため、当第２四半期連結会計期間より投資その他の資産の「その他」に含めて表

示しております。なお、当第２四半期連結会計期間の「その他」に含まれる「投資不動産」は318百万円、「破産更

生債権等」は94百万円であります。

　また、固定負債の「長期未払金」は、固定負債の100分の10を下回ったため、当第２四半期連結会計期間より固定

負債の「その他」に含めて表示しております。なお、当第２四半期連結会計期間の「その他」に含まれる「長期未

払金」は650百万円であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「持分法による投資損失」は、営業

外費用の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２

四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「持分法による投資損失」は3百万円であります。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

（連結納税制度の適用）

　第１四半期連結会計期間より、連結納税制度を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

※　　有形固定資産の減価償却累計額は2,518百万円であ

ります。

 

※　　有形固定資産の減価償却累計額は2,027百万円であ

ります。

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

  給与　　　　　　　　　　　2,947百万円

　のれんの償却額　　　　　　　232百万円

　広告宣伝費　　　　　　　　　396百万円

　賞与引当金繰入額　　　　　　172百万円

  貸倒引当金繰入額　　　　　　 71百万円

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

  給与　　　　　　　　　　　3,591百万円

　のれんの償却額　　　　　　　571百万円

　広告宣伝費　　　　　　　　1,499百万円

　賞与引当金繰入額　　　　　　126百万円

　貸倒引当金入額　　　　　　　298百万円
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

　給与　　　　　　　　　　　1,489百万円

　のれんの償却額　　　　　　　120百万円

　広告宣伝費　　　　　　　　　201百万円

　賞与引当金繰入額　　　　　　 66百万円

  貸倒引当金繰入額　　　　　　 33百万円

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

　給与　　　　　　　　　　　1,838百万円

　のれんの償却額　　　　　　　312百万円

　広告宣伝費　　　　　　　　　833百万円

　賞与引当金繰入額　　　　　　 38百万円

  貸倒引当金繰入額　　　　　　 55百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 24,202百万円

計 24,202百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △660百万円

現金及び現金同等物 23,541百万円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 34,296百万円

計 34,296百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △60百万円

現金及び現金同等物 34,236百万円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日

 至  平成23年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 117,806,777

　

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,684

　

　

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高等

ストック・オプションとしての新株予約権

会社名
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数
(株)

当第２四半期
連結会計期間末残高

(百万円)

連結子会社 ― ― 21

合計 ― 21
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４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月25日
定時株主総会

普通株式 500 5 平成22年12月31日 平成23年３月28日 利益剰余金

平成23年５月９日
取締役会

普通株式 235 2 平成23年３月31日 平成23年６月24日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月８日
取締役会

普通株式 235 2 平成23年６月30日 平成23年９月28日 利益剰余金

　

５．株主資本の著しい変動

当社は、平成23年３月31日付けで当社を完全親会社とし、ＧＭＯクリック証券株式会社（旧クリック

証券株式会社）を完全子会社とする株式交換を実施いたしました。この株式交換により、発行済株式数

が17,803,336株増加するとともに、資本剰余金が6,836百万円増加しております。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　
ＷＥＢインフ
ラ・ＥＣ事業
(百万円)

インターネッ
トメディア
事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,924 5,159 406 10,490 － 10,490

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

41 104 － 146 （146） －

計 4,965 5,264 406 10,636（146） 10,490

営業利益 716 455 94 1,266 16 1,282

　
(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主なサービス

（１） ＷＥＢインフラ・ＥＣ事業

・・・アクセス事業、ドメイン取得事業、レンタルサーバー事業、ＥＣ支援・ＷＥＢ制作事業、セキュ

リティ事業、決済事業、その他

（２) インターネットメディア事業

・・・インターネットメディア・検索関連事業、広告代理事業、その他

（３）その他事業

・・・ベンチャーキャピタル事業

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

　
ＷＥＢインフ
ラ・ＥＣ事業
(百万円)

インターネッ
トメディア
事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

9,780 10,270 408 20,459 － 20,459

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

89 211 － 301 （301） －

計 9,870 10,481 408 20,760（301） 20,459

営業利益 1,459 996 79 2,536 28 2,564

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主なサービス

（１） ＷＥＢインフラ・ＥＣ事業

・・・アクセス事業、ドメイン取得事業、レンタルサーバー事業、ＥＣ支援・ＷＥＢ制作事業、セキュ

リティ事業、決済事業、その他

（２) インターネットメディア事業

・・・インターネットメディア・検索関連事業、広告代理事業、その他

（３）その他事業

・・・ベンチャーキャピタル事業

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)及び前第２四半期連結累計

期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

　

１  報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

す。

　当社グループは、インターネットに関連するサービスを総合的に展開しております。当社グループは、

サービスの性質により分類されたセグメントから構成されており、「ＷＥＢインフラ・ＥＣ事業」、「イ

ンターネットメディア事業」、「インターネット証券事業」、「ソーシャル・スマートフォン関連事業」

及び「インキュベーション事業」の５つを報告セグメントとしています。

　「ＷＥＢインフラ・ＥＣ事業」は、企業や個人がインターネット上で情報発信をするために必要となる

サービスを提供している事業領域であり、ドメイン取得サービス、レンタルサーバーサービス、ＥＣ支援

・ＷＥＢ制作サービス、セキュリティサービス、決済サービスなどを提供しております。「インターネッ

トメディア事業」は、インターネット上での集客を支援するサービスを提供している事業領域であり、ブ

ログや掲示板などのサービス、日本語検索サービスのＪＷｏｒｄやサーチエンジンにおける検索結果の

上位表示サービスであるＳＥＯといったＳＥＭメディアの販売、インターネット広告の販売などを行っ

ております。「ソーシャル・スマートフォン関連事業」は、ソーシャルアプリの開発支援、スマートフォ

ン向けゲームプラットフォーム「Ｇゲー ｂｙ ＧＭＯ」の運営、共同購入型クーポンサイト「くまポン 

ｂｙ ＧＭＯ」の運営を行っています。「インターネット証券事業」は、オンライン証券取引サービス、外

国為替証拠金取引サービス等を行っています。「インキュベーション事業」は、インターネット関連企業

を中心に未上場会社への投資を行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日)

（単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額

四半期連結

損益計算書

計上額
ＷＥＢインフ

ラ・ＥＣ事業

インターネット

メディア

事業

インターネッ

ト証券事業

ソーシャル・

スマートフォ

ン関連事業

インキュベー

ション事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 11,433 9,981 7,392 694 14 29,515 － 29,515

セグメント間の内部

売上高又は振替高
134 593 － － － 727 △727 －

計 11,56710,574 7,392 694 14 30,242△727 29,515

セグメント利益

又は損失（△）
1,669 815 2,231 △693 △96 3,927 76 4,003

（注）１．セグメント利益の調整額76百万円は、セグメント間内部取引消去であります。

 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第２四半期連結会計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)

（単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額

四半期連結

損益計算書

計上額
ＷＥＢインフ

ラ・ＥＣ事業

インターネット

メディア

事業

インターネッ

ト証券事業

ソーシャル・

スマートフォ

ン関連事業

インキュベー

ション事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 5,744 4,865 3,908 530 2 15,050 － 15,050

セグメント間の内部

売上高又は振替高
75 379 － － － 454 △454 －

計 5,819 5,244 3,908 530 2 15,504△454 15,050

セグメント利益

又は損失（△）
701 362 1,429 △516 △88 1,889 57 1,946

（注）１．セグメント利益の調整額57百万円は、セグメント間内部取引消去であります。

 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

　（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

　（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号平成

21年３月27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日)を適用しております。

　なお、本基準等を前第２四半期連結累計期間及び前第２四半期連結会計期間に適用した場合の報告セグ

メントごとの売上高及び利益又は損失に関する情報は以下のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日)

（単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額

四半期連結

損益計算書

計上額
ＷＥＢインフ

ラ・ＥＣ事業

インターネット

メディア

事業

インターネッ

ト証券事業

ソーシャル・

スマートフォ

ン関連事業

インキュベー

ション事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 9,780 10,266 － 3 408 20,459 －　 20,459

セグメント間の内部

売上高又は振替高
89 211 － － － 301 △301 －

計 9,870 10,478 － 3 408 20,760△301 20,459

セグメント利益

又は損失（△）
1,459 1,057 － △61 79 2,536 28 2,564

（注）１．セグメント利益の調整額28百万円は、セグメント間内部取引消去であります。

 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

前第２四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)

（単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額

四半期連結

損益計算書

計上額
ＷＥＢインフ

ラ・ＥＣ事業

インターネット

メディア

事業

インターネッ

ト証券事業

ソーシャル・

スマートフォ

ン関連事業

インキュベー

ション事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 4,924 5,156 － 3 406 10,490 －　 10,490

セグメント間の内部

売上高又は振替高
41 104 － － － 146 △ 146 －

計 4,965 5,260 － 3 406 10,636△ 14610,490

セグメント利益

又は損失（△）
716 509 － △ 53 94 1,266 16 1,282

（注）１．セグメント利益の調整額16百万円は、セグメント間内部取引消去であります。

 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)

現金及び預金、証券業における預託金、証券業における信用取引資産、証券業における短期差入保証金、証

券業における信用取引負債、証券業における受入保証金及びデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営に

おいて重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 四半期連結貸借
対照表計上額 時価 差額 時価の算定方法

現金及び預金 34,296 34,296 － （注１）

証券業における預託金 70,329 70,329 － （注１）

証券業における信用取引資産 26,219 26,219 － （注１）

証券業における短期差入保証金 21,006 21,006 － （注１）

証券業における信用取引負債 20,300 20,300 － （注１）

証券業における受入保証金 88,376 88,376 － （注１）

デリバティブ取引 6,449 6,449 － （注２）

（注）１．現金及び預金、証券業における預託金、証券業における信用取引資産、証券業における短期差入

保証金、証券業における信用取引負債、証券業における受入保証金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

 ２．デリバティブ取引

　　　デリバティブ取引に関する事項については、「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成23年６月30日)

取引の対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、

かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。なお、ヘッジ会計が適用されているデ

リバティブ取引は除外しております。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

　 外国為替証拠金取引 　 　 　 　

店頭 　　売建 213,513 － 5,366 5,366

　 　　買建 207,064 － 1,083 1,083

合計 合計 － － 6,449 6,449

(注)　時価の算定方法 

当第２四半期連結会計期間末の直物為替相場により算定しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

　 　

　 143.69円
　

　 　

　 85.37円
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 11.18円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

１株当たり四半期純利益金額 18.17円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,118 1,982

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,118 1,982

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 100,001,935 109,051,110

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

－ －
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 5.41円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

１株当たり四半期純利益金額 6.73円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注)  １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 541 793

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 541 793

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 100,001,935 117,805,202

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

－ －
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２ 【その他】

平成23年５月９日開催の取締役会において、平成23年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された

株主に対し、次のとおり四半期配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　235百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　 　　      　 2円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成23年６月24日

　

平成23年８月８日開催の取締役会において、平成23年６月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された

株主に対し、次のとおり四半期配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　235百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　 　　      　 2円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成23年９月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年８月１２日

ＧＭＯインターネット株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　村　孝　郎　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　田　雅　史　　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＧ

ＭＯインターネット株式会社の平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日までの連結会計年度の第２

四半期連結会計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間

（平成２２年１月１日から平成２２年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＧＭＯインターネット株式会社及び連結子会

社の平成２２年６月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２３年８月１０日

ＧＭＯインターネット株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　村　孝　郎　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　田　雅　史　　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＧ

ＭＯインターネット株式会社の平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの連結会計年度の第２

四半期連結会計期間（平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間

（平成２３年１月１日から平成２３年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＧＭＯインターネット株式会社及び連結子会

社の平成２３年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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